書式２
様式第１号－イ（第４条関係）
[bookmark: _Hlk111045671]｛書類番号｝
令和〇年　　□月　　△△日
一般社団法人情報通信ネットワーク産業協会
会長　○○　○○　　殿
[bookmark: _Hlk168911696]〒000-0000連携主体の申請は以下のように記載。
連携主体　代表
〒000-0000
〇〇県□□市△△１丁目２番３号
〇〇放送株式会社
代表取締役社長　〇〇　□□
連携主体（〇〇株式会社、株式会社〇〇□、・・・□〇株式会社）

〇〇県□□市△△１丁目２番３号
〇〇放送株式会社
代表取締役社長　〇〇　□□




　　　特定電気通信施設等整備推進基金補助金（助成金）交付申請書
（自動運転の社会実装に向けたデジタルインフラ整備事業関係）
【①5.9GHz帯V2X通信の早期導入に向けた環境整備事業用】＜第○期＞

　特定電気通信施設等整備推進基金補助金（助成金）（以下「助成金」という。）の交付を受けたいので、特定電気通信施設等整備推進基金補助金交付規程第４条の規定に基づき、関係書類を添えて下記のとおり申請します。

記
第一期または第二期の目的を記載する

１　事業対象の無線局名（識別信号）及び設置場所
　無線局名：XXXXXXXXX
　設置場所：●●県□□市△△町大字･･･

２　事業の目的
　１．上記の無線局について、補助事業を活用した調査設計業務等を実施するため＜第一期＞
　２．上記の無線局について、補助事業を活用した変更工事業務等を実施するため＜第二期＞
· 今回、申請の対象事業番号に丸を付記すること
	
３　対象無線局の移行先周波数について
	無線回線ルート基礎情報
	現チャンネル
	新チャンネル
	備考

	免許人名
	無線局名
	受信局等
	回線種別
	Ch
	偏波
	Ch
	偏波
	

	XXXX
	〇〇局
	□□局
	TS-TTL
	B3C
	V
	C7C
	V
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


Ⅰ―３－（４）「補助率・助成対象経費」の経費区分に沿って記入する

４　交付を受けようとする助成金の額　　金 　55,000　千円

[bookmark: _Hlk111045887]５　資金計画（※１）
（千円）
	収入
	支出

	財源内訳
	
	経費区分
	事業費

	助成金
	交付（予定）額
	施設・設備費
	50,000

	
	55,000
	
	

	事業を行う者の負担額
	予  算  額
	用地費・道路費
	5,000

	
	借入金
	
	
	

	
	自己資金
	
	
	

	
	その他（　　）（※２）
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	合計
	55,000
	合計
	55,000


（※１）　金額は税抜で記載すること。（※２）　財源の内容を記入すること。
６　事業の実施計画
　（１）着手（着工）予定日	令和6年〇月□□日
　（２）完了予定日	令和6年△月▼▼日
　（３）第二期申請予定日	令和6年☆月★★日（※３）
（※３）　第一期の申請の場合のみ記載すること。

７　添付資料（※４）
(1)　別紙１　暴力団排除に関する誓約事項
(2)　別紙２　変更工事業務等の内容を記載した書類
(3)　別紙３　事業の実施に要する費用の見積り
(4)　参考事項
（※４）　補足　交付申請書【①5.9GHz帯V2X通信の早期導入に向けた環境整備事業用】添付書類一覧表を参照すること。
記載例　別紙2-1に倣って記入する
記載例　別紙2-2に倣って記入する



補足　交付申請書【①5.9GHz帯V2X通信の早期導入に向けた環境整備事業用】　添付書類一覧表記載例　書式５に倣って記入する


	添付書類
	記載する内容

	別紙２　変更工事業務等の内容を記載した書類
	１）無線局諸元の表（新旧対照表）
２）放送機系統図、鉄塔・空中線構成図、機器配置図　
（現状、途中段階、最終段階の比較を１枚にまとめたもの）書式は任意

３）工程表

	別紙３　事業の実施に要する費用の見積り
	１）見積り等
２）他の事業者と設備共用している場合、費用按分等に係る取決め文書の写し

	参考事項
	１）概算払を希望する場合は理由、希望金額・時期など
（様式は適宜）


概算払を希望する場合は理由・希望金額・時期などを記載した文書を添付する
他社（間接補助事業者、または間接補助事業者以外の事業者）と共有・共用する設備・施設について事業を実施する場合には、共用部と専用部の区分けを示す文書、ならびに共用部に関する資産持ち分を取り決めた文書の写しを添付する
書式は任意
・施工業者の見積書（写し）等を添付すれば良い
・全点の証跡が追えるように記載すること
・経費見積書の項目のどれに合致するか明示すること


